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は じ め に
　1939年９月のドイツによるポーランド侵略から始まった第２次世界大戦
は，1945年５月にドイツが降伏したことにより，欧州戦線における戦火は
鎮まったのである。本稿は，1940年代を対象として，英国の税務会計の歴
史を検討することを目的としているが，この期間の前半は戦時期であり，
後半は戦後の復興期ということになる。
　この戦時期は，英国にとって財政的には膨張する財政とそのための予算
を満たすための増税という構図であるが，税制としては，1945年に所得税
法が規定されたことと，給与の所得税について，1940年：Finance（No. 2 
Act 1940）以降６か月ごとの徴収であったものが，月次で源泉徴収する
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PAYE（Pay As You Earn）が徴収における便宜性の観点から1944年に導入さ
れたことである。
　また，1945年制定の所得税法では，減価償却関連の規定が整備されてい
る。
　さらに，1948年会社法では，1929年会社法において使用されていた「真
実かつ正確な概観（true and correct view）」という用語に代えて，「真実か
つ公正な概観（true and fair view）」という概念を導入した。この概念につい
て，会計学の方面からの研究が多くあるが 1），税務会計の分野からは，井
上久彌教授が，わが国の法人税法第22条第４項に規定のある「公正処理基
準」との比較に論及しているのみで 2），当時の英国の税務会計とどのよう
な関連があったのかという点ではこれまであまり関心が払われてきた領域
ではなかった。また，この時期にイングランド・ウェールズ勅許会計士協
会（The Institute of Chartered Accountants in England and Wales）における「税
務と財務の関連に関する委員会（The Taxation and Financial Relations 
Committee：以下「税務・財務委員会」という。）」が1942年に設置されて会計
基準への勧告を行っている。本稿は，これらの動きを対象として企業会計
と税務会計との関連性の検討を行う。
　なお，1945年には，英国にとって初めての包括的な所得税租税条約を米
国と締結しているが，この租税条約については本稿で扱わず，稿を改めて
検討することを予定している。
1）　齊野純子「「真実かつ公正な概観」に関する先行研究の一覧（1）」『流通経
済大学論集─経済・経営情報編─』第19巻第２号　2011年。
2）　税務会計研究学会『税務会計研究』第５号　1994年　154頁（井上久彌教
授発言）。
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１　政治経済状況
　政治では，保守党のウィンストン・チャーチル（Winston Churchill）が首
相として1940年５月から1945年５月まで第１期，1945年５月から同年７月
まで第２期内閣を組閣したが，保守党が選挙に敗れたため，労働党のアト
リー首相（Clement Attlee）がその後1951年10月まで政権を担当した。アト
リー首相は，労働党として産業の国有化等を推進した。
　また，この時期に，アジア等においてかつて英国領であった，インドが
1947年に独立し，パキスタンは1947年に英領インドから独立した。1948年
には，セイロン（現スリランカ），ビルマ（現ミャンマー）が独立している。
２　1940-1949年までの財政法等の動向
　この期間における財政法等の動向は次の通りである。
①　Finance Act 1940 (3 & 4 Geo. 6 c. 29)
②　Finance (No. 2) Act 1940 (3 & 4 Geo. 6 c. 48)
③　Finance Act 1941 (4 & 5 Geo. 6 c. 30)
④　Finance Act 1942 (5 & 6 Geo. 6 c. 21)
⑤　Finance Act 1943 (6 & 7 Geo. 6 c. 28)
⑥　Income Tax (Employment) Act 1943 (6 & 7 Geo. 6 c. 45)
⑦　Income Tax (Offices and Employments) Act 1944 (7 & 8 Geo. 6 c. 12)
⑧　Finance Act 1944 (7 & 8 Geo. 6 c. 23)
⑨　Finance Act 1945 (8 & 9 Geo. 6 c. 24)
⑩　Income Tax Act 1945 (8 & 9 Geo. 6 c. 32)
⑪　Finance (No. 2) Act 1945 (9 & 10 Geo. 6 c. 13)
⑫　Finance Act 1946 (9 & 10 Geo. 6 c. 64)
⑬　Crown Proceedings Act 1947 (10 & 11 Geo. 6 c. 44)
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⑭　Finance Act 1947 (10 & 11 Geo. 6 c. 35)
⑮　Finance Act 1948 (11 & 12 Geo. 6 c. 49)
⑯　Finance Act 1949 (12, 13 & 14 Geo. 6 c. 47)
３　所得税等の税率
⑴　所 得 税 率
　所得税率は，次のように変遷した。
年　　分 所得税標準税率（％） 付加税率（％）
1940-1941 標準税率：42.5 （個人の場合基本税率に加算）
①　£2,000　　　　　　  ：なし
②　次の£1,500　　　　  ：10
③　次の£1,500　　　　  ：11.25
④　次の£1,000　　　　  ：16.25
⑤　次の£1,000　　　　  ：21.25
⑥　次の£1,000　　　　  ：25
⑦　次の£2,000　　　　  ：28.75
⑧　次の£2,000　　　　  ：35
⑨　次の£5,000　　　　  ：41.25
⑩　次の£5,000　　　　  ：45
⑪　⑩の超過額  　　　　 ：47.5
1941-1942 標準税率：50 同上
1942-1943
1943-1944
標準税率：50 同上
1944-1945 標準税率：50 同上
1945-1946 標準税率：50 （個人の場合基本税率に加算）
①　超過額の最初の£500：10
②　次の£1,500　　　　  ：12.5
③　次の£1,000　　　　  ：17.5
④　次の£1,000　　　　  ：22.5
⑤　次の£1,000　　　　  ：27.5
⑥　次の£2,000　　　　  ：32.5
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⑵　超過利潤税
　1915年第２次財政法（Finance (No. 2) Act 1915）第38条に超過利潤税の規
定があり，すべての事業所得を対象として戦前の標準利益（pre-war 
standard of profits）の超過額から控除利潤額（£200）を差し引いた額に税額
を乗じて計算するものであった。そして，1920年財政法第44条の規定で
は，その税率は60％である。なお，この税は，1921年財政法第35条により
廃止となっている。
　この税は，1939年第２次財政法（Finance (No. 2) Act 1939 c. 109 (2 & 3 Geo. 
6)）第12条において再度導入され，1940年４月１日以後に開始となる会計
期間から，従前の超過額の60％に課税していたことに代えて，100％が課
税されることになった。
　控除される標準利益額（standard profits）は，1944年財政法第５款第32条
第１項の規定により，1944年３月後に開始となる課税年度から1,000ポン
ドに改正されている。
　1945年第２次財政法第３款第29条では，1940年の改正が1946年１月１日
後に開始となる課税年度から適用されないことになった。
　1946年財政法第36条により，1946年末後に開始となる課税年度から超過
⑦　次の£2,000　　　　  ：37.5
⑧　次の£2,000　　　　  ：42.5
⑨　次の£3,000　　　　  ：47.5
⑩　次の£5,000　　　　  ：50
⑪　⑩の金額の超過額　   ：52.5
1946-1947 標準税率：45 同上
1947-1948 標準税率：45 同上
1948-1949 標準税率：45 同上
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利潤税の適用は廃止となった。
⑶　事業利益税（profits tax）の創設
　国防税（National defence contribution）は，1937年財政法（Finance Act 1937 
c. 54 (1 Edw. 8 & 1 Geo. 6)）第３款の第19条から第25条に条文が規定され，
納税主体が法人の場合の税率は５％，法人以外であれば税率は４％であっ
た。
　1947年財政法第４款第30条から第48条に事業利益税が国防税に代わって
創設された。
４　記帳に関する内国歳入庁長官の権限
　1942年財政法第３款第35条には，記帳に関する内国歳入庁長官の権限に
関する規定がある。最初に，米国における同様の規定と比較する。
⑴　米国税法における所得を明瞭に反映する会計処理基準
　現行の米国内国歳入法典第446条⒜の一般規定（General Rule）は，「課税
所得は，納税義務者が帳簿における所得計算に通常使用している会計処理
の方法に基づいて計算される。」と規定し，第446条⒜の例外として，同条
⒝に，「納税義務者により通常使用される会計処理の方法がない場合，或
いは，使用している方法が所得を明瞭に反映しない場合，財務長官の判断
により所得を明瞭に反映する方法に基づいて課税所得の計算は行われる。」
と規定している。
　この上記の第446条⒜及び同条⒝の規定は，1918年歳入法第212条及び第
232条に係る規定を起源とし，その後変遷を重ねて1939年内国歳入法典第
41条においては，企業会計準拠規定では，納税義務者が適用している会計
処理の方法等が所得を明瞭に反映していない場合，内国歳入局長官の指示
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する会計処理の方法により修正することが規定されている。これらの規定
の文言に大きな変化はない。すなわち，企業会計準拠と所得明瞭基準の２
点がその要点である。
　米国の1918年歳入法（第212条⒝，第232条）以降，1921年歳入法，1924年
歳入法及び1926年歳入法は，同法第212条⒝及び第232条に1918年歳入法と
同様の規定がある。そして，1928年歳入法第41条から第48条が「会計期間
と会計処理基準」（Accounting Periods and Methods of Accounting）という独立
した形になったのである。そして，1939年内国歳入法典第41条，1954年内
国歳入法典第446条に，企業会計準拠と所得明瞭基準の２点が規定され，
現在に至っているのである。
　この米国における「所得を明瞭に反映する会計処理基準」は，納税義務
者の使用している会計処理の方法が所得を明瞭に反映しない場合，財務長
官の判断により所得を明瞭に反映する方法に基づいて課税所得の計算は行
われる，という行為計算否認の規定といえるものである。
⑵　記帳に関する内国歳入庁長官の権限（1942年財政法第３款第35条）
　1942年財政法第３款第35条の概要は次の通りである。
　事業等から生じる利益或いは利得に関する明細書（statement）の提出を
義務付けられている者が，当該明細書の提出を怠った場合或いは内国歳入
庁長官が，その提出された明細書に問題があるとする場合，内国歳入庁長
官は，書面による通知を出すことができ，その通知には，次のことのいず
れかをすることを要請している。
①　調査官に対して，事業に関連する貸借対照表を含む会計資料の写し
の提出をすることになるが，その提出資料には，通知書において指示
された期間内に，監査を受けた場合には監査証明書を含むものの提出
が必要となる。
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②　通知書に指定された期間内に，事業上の取引に関する情報を含むす
べての帳簿或いは文書等を，調査官による調査又は内国歳入庁長官か
ら権限の委譲を受けた事務官に対して利用可能とする。
　当該通知を受領した者が，正当な理由なしに通知書の要請に従わなかっ
た場合，50ポンド以下の罰金を科される。かつ，罰金を科された後に提出
があるまで毎日罰金額は加算されることになる。
　通知書の受領者が法人の場合，当該法人は，通知書の要請に従わなかっ
た場合，罰金を科される。
　異議申立てを受ける長官に関して，申立者に対して訴えた事項に係る明
細の提出を命じる勧告を行うことのできる権限（1918年所得税法第139条に規
定）は，勧告に指定された期間内に，調査官による調査又は内国歳入庁長
官から権限の委譲を受けた事務官に対して異議申立てに関する情報を含む
すべての帳簿或いは文書等を利用可能とすることを申立者に要請している
勧告にまで拡大する。
　この規定は，課税当局に提出された会計資料に不備な内容がある場合，
監査証明書の添付或いは調査官等に対する会計資料の開示を要求してい
る。米国の場合は，採用された会計処理の方法が所得を明瞭に反映しない
場合，財務長官の判断によりこれを修正するという行為計算否認が行われ
ることが規定されている。この実態は，納税義務者が現金主義を採用して
いる場合，それが，所得を明瞭に反映しないと判断されると発生主義に変
わるということである。
５　二重課税からの救済
　1945年第２次財政法（以下「1945年法」という。）第５款第51条から第56条
までは，二重課税からの救済に関する条文が規定されている。また，1945
年法に付属するシェジュール７に外国税額控除等の細則が定められてい
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る。
　英国は，初めての包括的な所得租税条約として対米国租税条約を1945年
に締結している。租税条約に関しては，国内法に規定することにより条約
の国内適用が初めてその効果を発揮する国（例えば，英国）と国内法の規
定なしに条約自体がその締約国の国内において適用可能な国（例えば，米
国）では，異なる適用関係にある 3）。
　上記の英国における規定が1945年法第５款第51条の規定である。すなわ
ち，所得税，超過利潤税，国防税と条約相手国において課される同種の租
税との二重課税を救済するため，外国政府との条約を締結し，第51条の規
定に従うことを条件として，その条約が有効であることを国王が宣言した
場合，当該条約は，所得税，超過利潤税，国防税に関する二重課税と，英
国非居住者の英国国内源泉所得に対し課税することについて国内法に優先
適用となる。英国非居住者に対する課税では，当該者に帰属する所得と英
国内における代理人，支店等を決定するか，或いは，非居住者と特殊な関
連にある英国居住者に帰属する所得を決定することになる。
６　給与等の源泉徴収
　1943年給与等に係る所得税法（Income Tax (Employment) Act 1943：以下
「1943年法」という。）及び1944年の給与等に係る所得税法（Income Tax 
(Offices and Employments) Act 1944：以下「1944年法」という。）という２つの
法律により，給与等に係る源泉徴収の規定が整備された。この２つの法律
の関係は，前者が主たる内容を規定したもので，後者はそれを補正すると
いう内容である。現行の英国における税務では，給与等の源泉徴収につい
3）　岩沢教授によれば，英国は，条約は批准されても国内的効力を得ず，個々
の立法により受容されなければならない形式であると説明している（岩沢雄
司『条約の国内適用可能性』有斐閣　1985年　13-14頁）。
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て PAYE（Pay As You Earn）制度が適用されているが，このような制度は，
徴収における便宜性を重視したものといえる。
⑴　制度の概要
　この制度の基本的な事項は，1943年法第１条第１項に次のように規定さ
れている。
①　適用は1944-1945年度からとする。
②　適用対象となる給与等は1943年法第１条第２項に掲げるものであ
る。
③　この適用に際しては，内国歳入庁長官が制定する規則（regulations）
に拠る。
④　所得税は，③にある規則に従って，給与等の支払者により控除或い
は還付がなされる。
⑵　適用対象となる給与等
　源泉徴収の対象となる給与等は，1943年法第１条第２項に次のように掲
げられている。
①　肉体労働等の対価としての賃金又は給与
②　①以外の賃金又は給与で，月未満の時間，日，週等に基づいて計算
されるもの
③　上記①及び②による給与等に関連して支払われる年金
④　1943年法のシェジュールのパートⅠに規定する条件（年収600ポンド
以下）を満たす給与
⑤　1943年法のシェジュールのパートⅠ及びパートⅡに規定する条件の
いずれかを満たす年金
　なお，軍人に対する俸給は適用対象外である。また，1943年９月20日現
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在給与所得のある者については，その時点で適用していた計算方法の継続
が認められている。ただし，当該雇用者による雇用が終了するまで或いは
雇用の内容に重大な変化があるまでという条件付きである。
⑶　規　　　則
　前出の⑴③で述べた規則に含まれる事項は次の通りである。
①　給与支払時に，内国歳入庁長官作成の税額表に基づいて計算した税
額を控除又は還付することを給与支払者に義務付け，還付する権限が
与えられる。
②　源泉徴収に関連した給与台帳等の作成
③　本法適用対象となる給与に係る源泉徴収税額等
④　源泉徴収に係る税務調査
⑤　規則に基づいて生じた事象に関する異議申立て
　源泉徴収義務者が規則に違反した場合，最高で50ポンドの罰金が科さ
れ，さらにその状態が継続した場合，罰金が加算されることになる。
⑷　1944年法による改正
　1944年法では，適用対象となる給与等の範囲が，軍人に対する俸給を除
いて，シェジュール Eにおいて課税となるすべての給与にまで拡大され
た。
７　1945年所得税法
⑴　概　　　要
　米国の場合，所得税は毎年の財政法により改正され，1939年に初めて内
国歳入法典としてまとめられ，その後は内国歳入法典の一部改正の形で改
正が続き，1954年と1986年に全文改正を行っている。
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　英国の場合，1918年所得税法（Income Tax Act 1918 (8 & 9 Geo. 5 c. 40)）が
それまでの財政法をまとめる形で法制化されている。この1918年法以前
は，ピールの所得税法といわれている1842年法（Income Tax Act of 1842 (5 & 
6 Vict. c. 35)）ということになる。
　1945年所得税法（以下「1945年法」という。）は，1924年に当時の大蔵大臣
であったウィンストン・チャーチルの提唱した所得税の整理統合等を目的
とする所得税制定法化検討委員会（The Codification Committee）の活動が継
続して行われてきたことと無関係ではない。また，第２次世界大戦が終了
したことで，戦後の体制における所得税制の整備が浮上したものと思われ
る。
　特にその内容としては，減価償却等に関して，1842年法及び1918年法
が，毎年の財政法の棚卸しという形態で，既存の規定をまとめて包括的に
所得税全般を規定してきたのであるが，1945年法は，全８款の構成であ
り，第１款は産業用の建物及び構造物，第２款は機械及び設備，第３款は
鉱山，油井等，第４款は農業土地と建物，第５款は特許権，第６款は試験
研究費，第７款は減価償却の特例，第８款はその他一般，という構成であ
り，この分野に関して創設的な規定を含むものである。
　1945年法の規定は，事業用有形資産の減価償却と無形資産の償却がその
中心といえる。したがって，以下では，有形資産の償却と無形資産の償却
に分けてその概要を述べることにする。
⑵　背　　　景
　米国では，1940年第２次歳入法第302条に戦時緊急設備に係る加速償却
の規定が創設されている。この戦時緊急設備の加速償却とは，全ての法人
は，選択すれば，戦時緊急設備の税務簿価（adjusted basis）を60か月で償
却することができた。その後，1954年内国歳入法典第167条に加速償却に
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係る規定が創設され，定額法の償却率の２倍（200％）を限度とした定率法
の償却率を認められたのである。また，同法第168条は，戦時緊急設備の
償却に関する規定であり，従前の戦時緊急設備に対する加速償却と同様の
内容である。
　ここまでは米国の例であるが，第２次世界大戦が終了した段階で，過剰
となった軍需産業用の設備等について早期にこれを償却するという特例を
設ける必要性が生じたのは，英国も同様の状況下にあったといえよう。
⑶　初年度償却等
　初年度償却（initial allowance）は，産業用の建物及び構造物については，
取得年度で取得価額の10分の１，機械及び設備については，取得年度で取
得価額の５分の１を事業の用に供している者或いは当該資産を賃借してい
る者が受けることができる。建物等の場合に初年度償却を受ける要件は，
課税年度末の現況に当該資産を所有していること，その用途が産業用であ
ること，建設した場合にはその建設費用を負担していること等である。
　産業用の建物及び構造物の年次の償却率は２％である。
⑷　償却費等の処理方法
　英国は，日本或いは米国のように申告納税方式ではなく，申告書を提出
後，課税当局がその申告書等に基づいて税額を決定する賦課課税方式であ
る。したがって，初年度償却及び年次償却に係る減価償却費は，納税義務
者が課税所得において控除するのではなく，課税当局による査定
（assessment）の段階において，課税所得から控除（discharge of tax）するの
か，或いは，税の還付（repayment）として行われる。
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⑸　特許権等の償却
　年次償却が行われる条件は次の通りである。
①　事業上の利益計算において費用として控除する。
②　受取使用料は所得税の課税対象となっている。
　特許権の償却期間は17年である。
⑹　試験研究費
　1945年法の規定以前に，1944年財政法第３款第27条（以下「第27条」とい
う。），第28条，第29条に試験研究費についての規定がある。
　第27条では，事業者が事業に関連した試験研究で，本人が直接行うか或
いはその代理の者が行うもの，或いは，試験研究財団への支出，若しく
は，大学等に試験研究を使用する対価としての支払いは，所得税における
利益計算において費用として控除できることが規定されている。1945年法
は，1944年４月６日以降の第27条適用分について，1945年法適用分とする
ことを認めている。同様に，同第28条及び第29条についても同様の取扱い
が定められている。
⑺　減価償却の特例（exceptional depreciation） 4）
　減価償却の特例に係る規定は，1941年財政法第19条（以下「第19条」とい
う。）に規定がある。
　第19条の規定では，事業用に使用している建物，機械或いは設備（以下
4）　英国の財政法及び所得税法では，減価償却（depreciation）という用語は
あまり使用されていない。現行の英国税法では，企業会計上の減価償却費
（depreciation）は税務上損金算入が認められず，税法に規定する固定資産に
ついて減価償却方法，減価償却率で計算を行い，税務上の減価償却費（capital 
allowance）の損金算入が認められている。
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「建物等」という。）について，陳腐化等が生じた場合，或いは，簿価よりも
低い価格で譲渡された場合，これらの原因の全部又は一部が戦争によるも
のと推定され，減価償却累計額と建物等の損害額について1941年に制定さ
れた法律（War Damage Act, 1941）に基づいてなされた支払額を加算する。
　1945年法では，第19条の適用が延長されている。建物等の評価は，建物
等が適切に修繕をされた状態とみなして行われる。
８　企業会計及び会社法の動向
⑴　真正かつ公正な概観
　本稿の対象とする期間において，標記の分野において２つの注目すべき
動きがあった。１つは会計士協会による会計基準に対するもので，他の１
つは，1948年会社法 5）第４款（経営と管理：management and administration)の
「記帳と会計（Keeping of books and account）」に規定された第147条，第149条
及び第152条にある「真正かつ公正な概観（true and fair view）」という文言
の意義である。
　これまでの先行研究では，この２つの動向に対して，会社法或いは会計
基準の視点からの検討分析が行われてきたが，税務，特に法人課税と会社
5）　Companies Act, 1948 (11 & 12 Geo. 6 c. 38). なお，英国において会社法
（Companies Act）の名称で1948年までに成立したものの年号は，次の通りで
ある。
　　①　1862年（Companies Act）
　　②　1908年（Companies Consolidation Act）
　　③　1929年（Companies Act）
　　④　1948年（Companies Act）
　　なお，上記の会社法に先行した法律としては，1844年の登記法（An Act 
for the Registration, Incorporation, and Regulation of Joint Stock Companies），
1855年の有限責任法（Limited Liability Act），1856年のジョイント・ストッ
ク会社法（the Joint Stock Company Act）がある。
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法或いは会計基準の関連は重視されなかったのである。
　ここで，日本及び米国と英国における企業会計，会社法，法人税法の３
者の関連を比較する必要があろう。
　その特徴となる諸点は，列挙すると次の通りである。
①　会社法については，日本と英国は国の法律であるが，米国では州法
であり，連邦レベルの会社法はない。その結果，米国においては会社
法の企業会計或いは法人税法への影響は少ないといえる。
②　日本の法人税法は，確定決算主義を採用していることから，企業会
計と法人税における課税計算が統合した形式である。すなわち，法人
税は，決算調整と申告調整により企業会計上の利益を修正して課税所
得を誘導する方式を採用している。
③　米国では，企業会計と法人所得税の課税所得計算が分離しており，
法人の会計帳簿の数値を税務上の規定により修正して税務上の売上金
額等と控除額を計算して課税所得を計算する方式である。
④　日本及び米国は，納税義務者である法人が自ら課税所得と税額を計
算して納税申告書を作成し提出して納税する申告納税方式である。現
在，英国は，日本及び米国のように申告納税方式を採用しているが，
この時期の英国は，納税義務者が納税申告書を提出した後に課税当局
がその申告書等を審査して納税額を査定して決定通知書を作成してこ
れを納税義務者に送る賦課課税方式である。
　以上の３か国における企業会計，会社法及び法人税法を比較しても，こ
れら３者の関連は異なっている。英国の場合，会社法が財務諸表作成につ
いて規定しているが，この財務諸表について会計士監査を受けたものにつ
いて，課税当局がその信憑性を評価するという慣行である。しかし，法人
の課税所得の計算は，この財務諸表における利益から誘導される方式では
なく，課税当局が法人の税額を決定してこれを法人に通知するということ
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で，企業会計における財務諸表における利益と課税所得計算は遮断されて
いるのである。このような理解を前提として，以下の検討を行うこととす
る。
　「真正かつ公正な概観」の歴史的背景については，企業会計と会社法の
関連を主眼とした先行研究 6）があることから，
①　「真正かつ公正な概観」以前に使用されていた「真正かつ正確な概
観（true and correctview）」は，1856年のジョイント・ストック会社法
（the Joint Stock Company Act）附則 B表第84条以降使用されていた。
②　「真正かつ公正な概観」という用語が最初に使用されたのは，商務
省によって設置されたコーエン委員会（Cohen Committee） 7）である 8）。
③　「真正かつ公正な概観」の背景には，1931年のロイヤル・メイル社
事案（Royal MailStem Packet Co.） 9）において，経営上の赤字であるにも
6）　千葉準一『英国近代会計制度─その展開過程の探求』（中央経済社　1991
年），及び，山浦久司『英国株式会社会計制度論』（白桃書房　1993年）が最
も包括的にこの問題を検討している。
7）　齊野純子『イギリス会計基準設定の研究』同文舘出版　2006年　９-10頁。
8）　中村忠「「真実かつ公正な概観」とは何か─英国における会社法と会計原
則─」『商経法論叢』第12巻第４号（1962年）160頁。Report of the Cohen 
Committee on Company Law abstract of the discussion, Journal of the Institute 
of Actuaries (1947) 73, p. 22. 後者によれば，1931年のロイヤル・メイル社事
案において，問題視された秘密積立金を開示していない上場法人があること
から，これを開示することが勧告されている。ここでは，貸借対照表が法人
の諸事象の状態に関して「真実かつ公正な概観」を与えるべきであるとして
いる。これは，当時の英国の企業会計の一部に存在した過度の保守主義に対
する警告といえる。
9）　この事案は同社のキルサント社長の名前からキルサント事件とも呼ばれて
いる。この事件の争点となった秘密積立金（secret reserve）であるが，取
締役自身の自由裁量により資本的資産を実力以下に評価すること等をとおし
適当な内部積立金を設定すること，将来の偶発的な公示利益や配当の急激な
変動を避けるため等の目的で，取締役の判断により利用できること，その存
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かかわらず，秘密積立金を取り崩して配当を行ったことで，次に述べ
る税務・財務委員会による会計基準への勧告と会社法による会計規定
の改正が行われたのである。
④　税務・財務委員会による会計基準への勧告により，企業会計につい
て会社法は最小限度の規定を設けるにとどまることになったという指
摘がある 10）。
　この上記④の見解に基づくと，会社法は，企業会計における会計基準に
依存する方式を選択したことになる。
　日本の場合は，旧商法第32条第２項に「商業帳簿ノ作成ニ関スル規定ノ
解釈ニ付テハ公正ナル会計慣行ヲ斟酌スベシ」（昭和49年旧商法改正により創
設）と規定されていたが，現行の会社法では，株式会社については第431
条，持分会社については第614条に，「株式会社（持分会社）の会計は，一
般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従うものとする。」と規定さ
れている。結果として，株式会社等の場合，会社法による利益（企業利益）
を前提として課税所得の計算が行われるということから，企業会計との関
連を図示すれば，（企業会計の慣行）⇒（会社法：企業利益）⇒（課税所得），
ということになる。
　他方，日本の法人税法では，昭和42年の税制改正により公正処理基準
（法人税法第22条第４項）の規定が創設され，法人税法における課税所得の
計算は，税法上に完結的に規定するよりも企業の会計慣行に委ねることを
前提に行われていることを示している。
　英国の税法では，日本の法人税法における公正処理基準に相当する規定
在や使途を年次報告書や貸借対照表に表示する必要がないこと等の特徴があ
り，会計士協会もこの種の積立金は望ましいとしていた（千葉準一　前掲書　
290頁）。
10）　齊野純子　前掲書　10頁。
英国税務会計史（7）（矢内）　739
がないことから，（企業会計の慣行）⇒（会社法：企業利益）⇒（課税所
得）の類型になるものと思われるが，英国が賦課課税方式であることを考
慮すると，（企業会計の慣行）⇒（会社法：企業利益）⇒（納税申告書に
おける課税所得）⇒（課税当局による賦課決定）というプロセスになろ
う。
　「真正かつ公正な概観」と税務の関連は，会社法における企業利益の適
正な算定がこの概念により担保されることから，間接的に，税務と関わる
ことになり，日本の公正処理基準のような直接的な関連を見出すことはで
きないのである。
⑵　企業会計の動向
　イングランド・ウェールズ勅許会計士協会における税務・財務委員会が
1942年に設置されたことは本論冒頭に述べた通りである 11）。
　勅許会計士協会の評議委員会は，税務・財務委員会に対して，会社会計
に関する勧告を検討し，会員への情報として適時権威ある勧告を出すこと
を要請した 12）。この要請に基づく勧告が英国における会計基準ということ
になる。当委員会は，その名称から税務と企業会計の関係問題の検討を主
たる目的とするもののようであるが，実態としては1942年から1967年まで
の間の会計基準の調査研究を行ったのであり，その勧告の一部として税務
と企業会計の関連を検討したのである 13）。
11）　この委員会の最初の会合は1942年10月29日に開催され，第２回会合は同年
12月３日である（The Accountant 7 November, 1942, p. 285）。
12）　The Institute of Chartered Accountants in England and Wales, The 
Accountant 12 December, 1942, p. 354.
13）　この期間における24の会計原則勧告書一覧は，小堀好夫『英国会計基準の
系譜と展開』（千倉書房　1993年）228-229頁に記載がある。また，同時期の
米国において，米国会計士協会（AIA）の会計手続委員会（the Committee 
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　税務・財務委員会の勧告は，あくまでも企業会計における税務処理とい
う観点からのものであるが，税務との関連がある勧告には次のものがあ
る 14）。
①　1943年３月13日：The treatment of taxation in accounts
②　1943年３月13日：The treatment in accounts of income tax deducti-
ble from dividends payable and annual charges
　この２つの勧告は，企業会計の側から税務との相違を積極的に解消しよ
うとするものではなく，あくまでも企業会計における会計処理の一環とし
て税務関連項目の処理について会計基準として協会の会員である会計士向
けに述べたものである。
　イ　所得税等の企業会計上の取扱い
　前出①の勧告は，所得税等の企業会計上の取扱いに関するものである。
所得税額の査定は，４月５日を最後とする課税年度で行われるが，前会計
期間の利益を基礎に通常行われる。企業会計における納税のための法的債
務となる額は，これらの税目に関して査定された税額の合計額であり，所
得税に関しては，会計上の期間に従って配分したものである。この配分さ
れた所得税額とは，現在の課税年度において査定された納税額或いは企業
会計上の利益に関して発生する税額ではなく，次の課税年度までに査定さ
れる額である。
　親子会社では，超過利潤税は，グループ全体として親会社において査定
されるが，親子会社間では，親会社は，超過利潤のある子会社からは税負
on Accounting Procedure）が1938年に設立され，1959年に会計原則審議会
（the Accounting Principles Board）の設立まで継続し，その間に51の会計研
究公報を公表している（高橋治彦訳『FASB財務会計基準審議会』同文舘　
1990年　72頁）。
14）　The Institute of Chartered Accountants in England and Wales, The 
Accountant 13 March 1943, pp. 137-138.
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担分を取り戻し，超過利潤のない子会社には税負担分を払い戻すことを選
択することができる。
　ロ　所得税等の企業会計上の取扱いに関する勧告
　原則としては，所得税見積額は，当期利益を基礎とするが，実務上法的
債務とした確定額とする場合，現行及び次課税年度の引当額の計上が望ま
しく，損益計算書では，独立した項目として表示することが勧告されてい
る。
　ハ　支払配当等からの税額の控除に関する勧告
　配当，利子，使用料等の法人からの支払いについて，当該法人は，税金
の徴収を行うことになる。配当に関しては，会計上，税引き後或いは課税
なしのいずれであっても支払う純額の金額が勘定記入され，その他の利子
等は総額表示となる。
⑶　小　　　括
　英国の企業会計において一般化していた秘密積立金の実務が，1931年の
ロイヤル・メイル社事案において顕在化し，その影響を受けて，1948年会
社法に「真正かつ公正な概観」の規定がそれ以前の「真正かつ正確な概
観」に代わって規定された。他方，同じくこの事案を契機として，1942年
にイングランド・ウェールズ勅許会計士協会における税務・財務委員会が
設置され，1967年までの間に会計基準の設定が行われるのである。
　この一連の動きは，会社法と企業会計に関するものであり，税務・財務
委員会は，秘密積立金等に関連した税務については特に言及していな
い 15）。
15）　1942年の最初の勧告において納税積立金（Tax Reserve Certificates）に関
する勧告があるが，これは秘密積立金或いは内部積立金と関連のないもので
ある（The Institute of Chartered Accountants in England and Wales, The 
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９　事業利益税（profits tax）の概要
　事業利益税の前身である国防税（National defence contribution）は，1937
年財政法（Finance Act 1937 c. 54 (1 Edw. 8 & 1 Geo. 6)）第３款の第19条から第
25条に条文が規定されていたが，その納税義務者は法人だけではなく，個
人も対象であった。これに対して，事業利益税は，法人を対象として1947
年財政法第４款第30条から第48条に規定され，また，同法シェジュール８
に事業利益税の利益計算の細則が規定されている。したがって，この税
は，法人に係る国防税の規定を承継したもので，法人に対する付加税の性
格があるものといえよう。
　事業利益税は，法人税が1965年財政法において分離して規定されるまで
の間，所得税法と併存する形で法人利益に対する課税を行い，国防税と現
行法人税をつなぐ役割を果たしたといえよう。
⑴　事業利益税の税率
　事業利益税は，課税対象となる会計期間における事業上の利益に対して
12.5％の税率が課される 16）。なお，この税の免税点は，2,000ポンドである。
⑵　納税義務者
　納税義務者は，基本的に法人であり，個人はこの税の納税義務者にはな
らない。法人がパートナーであるパートナーシップは納税義務者となる
Accountant 12 December 1942, p. 354）。
16）　1947年財政法では，事業利益税の税率は，12.5％と規定されているが，
1949年制定の事業利益税法規定の税率は，留保利益が25％に代えて30％，流
出利益に対する税率が15％に代えて20％となっていることから（1949年事業
利益税法第１条）となっていることから，1947年に制定された12.5％の税率
は適用されなかったものと思われる。
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が，個人がパートナーであるパートナーシップは免税となる。
⑶　受取配当等の処理
　受取配当等の投資所得は原則として課税対象となる利益に含まれること
になる。また，2,000ポンド超で12,000ポンド未満の利益で受取配当等の課
税済所得（franked investment income）の取扱いは，減額されることになる。
⑷　利益の計算
　シェジュール８の規定によれば，機械，設備の減価償却費，初年度償却
費，試験研究費等に係る費用が控除できることが規定されている。

